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                   第１章  こ ど も 療 育 セ ン タ ー の 概 要 

（ 現・こども発達センター ） 

 

 １ 沿 革 

 

     昭和３９年 ４月    心身障害児をもつ保護者と福祉事務所が一体となって、富士市立くすの木学園の 

空き部屋を利用し一日保育を開始 

 

    昭和４９年 ５月    心身障害児通園施設「そびな保育園」開園 

                       定員 ３０名 

 

    昭和５２年 ４月    精神薄弱児通園施設「そびな学園」認可 

                       定員 ５０名に増員 

 

    昭和６２年 ７月    富士市立総合育精施設（くすの木学園・ふじやま学園・そびな学園）整備事業で

検討を開始 

検討の結果、通園部「みはら園」と「療育相談室」を併設し、機能を充実させた

「こども療育センター」として現在地に移転新築が決定 

 

    平成 ３年 ４月    「こども療育センター」事業開始 

             みはら園の定員を６０名に増員 

 

    平成１０年 ４月    制度改正により、みはら園が知的障害児通園施設となる 

 

    平成２４年 ４月    制度改正により、「児童発達支援センター」「相談支援事業所」となる 

保育所等訪問支援事業・障害児相談支援・特定相談支援の指定を受ける 

 

    平成２５年 ４月    児童通所支援事業の指定を受ける 

 

    平成３０年 ４月    居宅訪問型児童発達支援の指定を受ける 

 

    令和 ２年 ４月    併行通園・保育所等訪問支援事業を開始 

  

令和 ３年１１月  居宅訪問型児童発達支援事業を開始 

         

令和 ４年 ３月  療育相談室に愛称「からあ」と命名 

 

 ２ 施 設  

 

   (1) 設置・運営    富 士 市 

 

   (2) 規模及び構造 

 

            敷地面積              ３，１８０．４１ ㎡ 

            建築面積      １階    １，０３４．４４ ㎡ 

                          ２階        ６８７．０４ ㎡ 

 

                           計     １，７２１．４８ ㎡ 

            構  造      鉄筋コンクリート造り２階建 

 

(3)設置事業所 

 

     富士市立こども療育センターみはら園（福祉型児童発達支援センター） 

          富士市立こども療育センター（障害児相談支援・特定相談支援事業所） 
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   (4) 建設費                 （単位 千円） 

 

            建 築 費            ４９１，９６４ 

            用 地 費            １５８，７４９ 

            造 成 費              １６，８３６ 

            備  品              １８，０３３ 

 

               計               ６８５，５８２ 

 

   (5) 建設費財源                            （単位 千円） 

 

            国庫補助金            ６９，１２６ 

            県費補助金            ３４，５６２ 

            市      債          ３２５，０００ 

            一 般 財 源          ２５６，８９４ 

 

               計               ６８５，５８２ 

 

   (6) 平面図 
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 ３ 組 織 

 

 

  

                                      

 

 

                                                        

 

４ 分掌事務 

 

（１）管理担当 

 ① こども療育センターの施設機能を保持するため、施設及び設備を適切に維持管理すること。 

 ② 「食」への認識向上及びみはら園児個々に適した食事を確保するため、給食を提供すること。 

 ③ 保護者の負担軽減及び利便性を図るため、園児用送迎バスの運行管理を行うこと。 

 

（２）みはら園 

 ① 個々の障害の軽減及び家庭生活での負担の軽減を図るため、障害児療育事業を行うこと。 

 ② 障害及び障害児への理解を深めるため、保護者及び職員への啓発を行うこと。 

 ③ 障害児を持つ家族の社会的活動を可能にするため、生活支援を行うこと。 

 ④ 障害児が地域での社会生活を営みやすくするため、関係機関との連絡調整を行うこと。 

 

（３）療育相談室 

 ① 障害を早期に発見し、適切な療育に繋げるため、療育事業・相談支援事業を行うこと。 

 ② 子どもの成長期に関する発達状況等の不安軽減を図るため、発達相談事業を行うこと。 

 ③ 関係機関職員が障害を理解し、適切な療育をするため、啓発活動を行うこと。 

みはら園 

 

管理担当 

 

療育相談室 

園長           １人 

指導主任         ２人 

主査（保育士等）     ７人 

上席指導員        ２人 

上席保育士        １人 

上席理学療法士    １人 

臨時的任用職員（看護師）１人 

会計年度任用職員 

パート(長)指導員    ３人 

パート(長)保育士    ７人 

パート(短)指導員 バス添乗  １人 

パート(短)保育士 給食介助・バス添乗  １人 

パート(短)看護師    ２人 

 パート(短)保育士  １人 

 パート(短)指導員  ２人 

統括主幹         １人 

主査（管理栄養士）    １人 

会計年度任用職員 

 事務補助          １人 

 

 

 

 

＊業務委託 

①給食調理業務     ４人 

②車両管理業務     ２人 

 

 

室長（所長兼務）    １人 

主幹（言語聴覚士）    ２人 

主査（理学療法士）    １人 

（保健師）      １人 

（相談支援専門員・保育士）２人 

（ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ・保育士） １人 

上席作業療法士         １人 

上席心理判定員        ２人 

会計年度任用職員 

パート(長)保育士      ２人 

 

計  ３２人（内１７人） 計   ３人（内１人） 計   １１人（内２人） 

所  長 

合計 ４６人（内２０人） 

（ ）は、会計年度任用職員 
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第２章 令和３年度 活動状況 

                   

第１節 みはら園活動状況 

 

１ 施設運営  

  

(１） 運営目標 

 

児童福祉法に基づく児童発達支援センターであり、心身に障害のある就学前の児童を受け入れ、

個々の状態に応じた療育を実施し、家庭との相互協力のもとに、心身の発達を促していくことを

目的とする。また障害のある子どもの地域社会への参加・包括を促進するため関係機関との連携

を進め、地域支援を行う。 

 

(２） 運営方針 

 

   日常生活における基本的生活習慣を身につけ、集団生活に適応することができるよう支援する。 

   また、養育の主体である保護者の不安の軽減や解消を図るとともに、保護者や地域社会が障害

に対する正しい認識をもち、子どもとの関わりに見通しがもてるよう支援する。  

       

(３） 運営事業 

 

① 通所支援(毎日通園・併行通園） 

② 保育所等訪問支援 

③ 居宅訪問型児童発達支援 

 

２ 通所支援運営状況  

 

  （１） 支援内容 

個別支援計画に基づき、児童及び保護者に対し必要に応じて次の支援を行う。  

    

① 児童に提供する支援 

Ａ）身辺自立への支援（食事・排泄・着脱等） 

Ｂ）保護者との関係を基盤とした人との関係づくり 

Ｃ）コミュニケーション能力の発達支援 

Ｄ）集団生活への適応支援 

Ｅ）健康な体づくり 

Ｆ）給食の提供 

Ｇ）その他園長が必要と認めた事柄 

 

② 保護者に提供する支援 

Ａ）面談での聴き取りと助言 

Ｂ）療育等に関する学習会の開催 

Ｃ）保護者参加の行事の実施 

Ｄ）その他園長が必要と認めた事柄 

 

（２） 対象児 

富士市に在住する、おおむね３歳から就学前の発達に遅れやつまずきをもつ子ども。  

    保護者が児童通所サービス受給者証を取得し、みはら園と利用契約を結んだ子ども。  
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（３） 在籍児の状況 

 

表１ 月別在籍児数及び入退園の状況                   （単位：人）  

月 在籍数  入 園  退 園  入  退  園  理  由 

４月   ５５ １７   ０ （前年度からの継続３８）入園：併行通園１ 

 ５月   ５８ ３   ０ 入園：併行通園児３ 

 ６月   ５８ １   １ 入園：併行通園児１ 退園：公立保育園１ 

 ７月   ５８ ０   ０  

 ８月   ５９ １   ０ 入園：新入園児１ 

 ９月   ５９ ０   ０  

１０月   ６０ １   ０ 入園：新入園児１ 

１１月   ６１ １   ０ 入園：新入園児１ 

１２月   ６１ ０   ０  

 １月   ６２  １   ０ 入園：新入園児１ 

 ２月   ６２ ０   ０  

 ３月   ６２ ０  ２７ 

退園：特別支援学校１６、特別支援学級７ 

通常級１  公立幼稚園１、   

公立こども園１  転居２ 

合  計 ７１５ ２５  ２８  

 

 

 

表２ 性別・年齢別利用児数（年度末現在）            （単位：人）  

   年齢  

性別 

３歳児  

（年少）  

４歳児  

（年中）  

５歳児  

（年長）  
  合計  

     

 

男 １５（１５） １２（２） １８（１） ４５（１８） 

女 ３ （３） ７（４） ７（０） １７ （７） 

合 計 １８（１８） １９（６） ２５（１） ６２（２５） 

                     表中の（  ）内は新入園児  

 

 

表３ 障 害 の 状 態 及 び 程 度                   （単位：人） 

        程  度 

診  断  
合  計  備考 

知 的 障 害 ３２ 
他の発達障害等が疑われるが診断されていな

い子どもを含む 

知 的 障 害 ＋ 自 閉 症 ２１  

知的障害＋肢体不自由  ９  

合     計  ６２  
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（４） 保育内容 

 

① 日課  

８：３０    全体朝礼・みはら園打ち合わせ  

         マイクロバス発車     

９：００    クラス別打合せ・個別面談・受け入れ準備（園庭・保育室環境設定）  

１０：００  

 

 

 

 

 

 

 

１２：００  

 

１３：００  

 

１４：００  

 

１４：２５  

登園 健康チェック  

朝の支度  

身辺自立への援助（排泄・着脱・身の回

りの整理）  

自由遊び  室内遊び・戸外遊び  個々で遊びを見つけ展開していく  

課題遊び  

 

 

クラス活動  

個別・クラス交流  

集団遊び  

朝の会 等  

遊びや経験場面を提供し、環境を整え、

個々の発達を促す  

昼食 食事・歯磨き  

片付け  

個々の食事支援等のねらいに添って、

具体的支援を行う  

自由遊び  

課題遊び  

室内遊び・戸外遊び  

クラス活動・クラス交流  

個々の発達に合わせ、クラス交流や合

同保育を行う  

おやつ    

降園準備  

 

降園 

帰りの支度  

帰りの会  

 

 

＊ ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ・心理判定員による評価・訓練を必要に応じ実施。  

＊ 摂食に問題のある子どもは、必要に応じて専門スタッフが昼食時間に個別に状況を把握。  

＊ 月に１回看護師による身体測定を実施。  

 

② 支援形態  

 

    発達の遅れ、つまずきの内容、状況を考慮しクラスを編成した。異年齢にわたる縦割り構成

を基準に７クラスで運営した。  

また、保育にあたっては、医師の医学的診断、各専門スタッフの心理・発達評価、運動機能

評価の結果に基づき総合的にアプローチし、個別支援計画を作成して支援した。  

 

③ 通園方法  

 

利用の対象が市内全域であり、障害程度や家庭状況も様々であるため、子どもの安全面を第

一に保護者と協議して通園方法を以下のように決定した。  

 

保護者送迎による通園  

・ 園から近距離に在住で子どもの送迎が可能な家庭  

・ てんかん発作が起こりやすい子ども  

・ 座位が保てない子ども  

・ 感染予防に配慮したい場合  

送迎バス（マイクロバス２台）による通園  

・ 市内を２コースに分け、送迎を実施してきた。両コースの平均走行距離は１周約２５㎞、

平均所要時間は約１時間２０分であった。  

・ バスへの添乗については、各バスに朝は職員１名、帰りは添乗職員１名を配置した。  
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④ クラス編成及び活動内容 

※新型コロナウィルス感染予防を配慮して例年とは異なった方法で保育を実施した 

クラス編成  活   動   内   容 

こぐま （職員４名 

内看護師１名） 

 

 

５歳児 ４名 

４歳児 ２名 

３歳児 ２名 

 

 

 

知的障害に身体的機能障害を重複した子どもが対象であり、様々な障害が

重複した重症心身障害児から、介助歩行が出来る子どもまで、障害の種類

は多岐にわたった。  

経管栄養などの医療的ケアや基礎疾患のある子どももいたため、日常の

健康管理と安全面での配慮等を看護師と連携して保育を行なった。  

また、一人一人の生活を充実させるため、身体機能や基本的生活習慣の

促進、歩行や姿勢保持ができるような日常生活用具や補装具の工夫、介助

方法の工夫など、専門スタッフと連携し、実施した。  

保護者には子どもと向き合うことの重要性や、園と家庭が連携して子ど

もの療育に取り組むことの大切さを、面談や懇談会を通じて伝えてきた。  

★ クラスでの活動：体を動かす揺らしあそびや運動あそび、新聞紙・京

花・布などの素材に触れる感触あそび、暗い部屋での光・音あそびな

ど、五感を刺激し、子どもの反応や要求を引き出す遊びに取り組んで

きた。  

★ 個別指導：子どもの状態によりＰＴ・ＯＴによる機能訓練、ＳＴによ

る摂食指導、担任保育士による個別指導など個々に応じた指導を行っ

た。 

★ 親子水中教室：親子で一緒に水の中で触れ合いながら浮力を利用し、

陸上では味わえない心地よい全身運動を経験することをねらいとし、

５月～１０月に計８回実施した。  

ぺんぎん (職員４名

内看護師１名) 

５歳児 ２名 

４歳児 ３名 

３歳児 ３名  

うさぎ（職員４名内

看護師１名) 

５歳児 ４名 

４歳児 ３名 

３歳児 ２名 

り す（職員 ３名） 

    ５歳児 ４名 

    ４歳児 ４名 

   ３歳児 １名 

ぱんだ（職員 ３名） 

５歳児 ３名 

    ４歳児 １名 

   ３歳児 ３名 

きりん（職員 ４名） 

５歳児 ４名 

    ４歳児 ２名 

   ３歳児 ３名 

ぞ う（職員 ４名） 

５歳児 ３名 

    ４歳児 ２名 

   ３歳児 ４名 

障害の特性や能力の多様性を考慮し、各年齢にわたり互いに刺激し合うよ

う、また、外国籍、要支援家庭などにも配慮し編成された縦割りクラスを生

活の基礎集団とした。  

基本的生活習慣の獲得や、運動・言語面の発達、大人や子ども同士の関係

を育てながら集団生活を促していくことを目標に、日課の繰り返しの中で、

個々の発達のステップに合わせた対応をしてきた。  

また、それぞれの発達段階に応じた小集団活動が必要な子どもについて

は、クラスの枠をはずして実施した。前期は、全園児対象に２クラスずつの

クラス交流を行った。内容としては、散歩活動・運動あそび・ボディイメー

ジ・リズム運動など子どもの歩行力や運動能力に合わせた活動や、人とのや

りとりあそび・ふれあいあそび、感触あそびなど各グループやクラス間のね

らいのもとに取り組んだ。後期は、既存のグループから、さらに、小集団で

ルールのある遊びや、机上でのゲームを取り入れた活動を行うグループを展

開させた。  

その他、集団での保育では補いきれない部分については、個別にプログラ

ムを立て、個別指導にも取り組んできた。  

なお、職員間で各クラスの保育内容や子どもの様子について、綿密に情報

交換を行い、共通認識をもつための会議を月２回開催した。また、保育技術

を高めるための研修なども月１回開催した。  

保護者には子どもと向き合うことの重要性や、園と家庭が連携して子ども

の保育に取り組むことの大切さを、面談や保育参加、懇談会を通じて伝えて

きた。  
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 (５) 保護者支援 

 

① 全園児保護者を対象としたとりくみ 

項  目 内     容  

家 庭 訪 問 
家庭環境や家庭での子どもの様子を把握して、日々のみはら園での療育を家庭生活

に生かしていく支援を行った。今年度は感染予防のため３回のみ実施。  

ファミリーデー  
クラス毎に月１回程度実施。クラスでの集団活動に保護者が参加し、遊びの糸口や

関わり方を学びあう場とし、実際に学んだことを家庭生活につなげていった。  

ク ラ ス 懇 談 

必要に応じて随時行った。担任を中心に実施し、保護者同士で子育ての悩みや経験

を話し合い、クラスの運営方針を伝えるなど、保護者との共通理解を深め、保護者

間の関係作りの場とした。 

個 別 面 談 

全園児の保護者と毎月１回１時間を基本として個別面談を行った。個々の発達状態

を保護者と確認し、細部にわたる具体的支援の方法について話し合い、保護者との

共通理解を図っていった。また、家庭における悩み等の相談にも応じ、保護者への

支援を行った。年２回（８～９月・３月）の園長・主任との面談では、個別支援計

画の説明と共に園への要望を聞きとり、改善につなげていった。  

年間で、延べ５３２回の面談を実施した。  

保 育 参 観  
保護者に子どもの姿をじっくり観察してもらい客観的に参観することで、子どもと

の関わり方について具体的支援を行った。個々に応じて随時（最低月１回）行った。 

保 育 参 加  

保育に一緒に参加して、主に母親と子どもの関係を深められるように具体的支援を

行った。個々に応じて随時実施した。また、年に１回は父親とも面談をもつように

し、保育への参加も促してきた。  

連 絡 帳 
園での子どもの状態・支援内容を伝達し、家庭での様子を把握するために使用し、

日々やり取りをしている。  

な ら し 療 育 
新入園児が集団生活に慣れるために、親子通園を行い保護者が保育の基本を理解し

子どもと向き合う大切さを学ぶ場とした。  

家 族 参 観  

年２回実施を計画していたが、感染症拡大のため６月のみ実施した。  

クラス保育に参加し、子どもの状態を理解し母親と一緒に子育てをしていく大切さ

など、父親の役割を学ぶことや父親同士の交流を目的として実施した。  

保護者  

グループワーク  

 

保護者が子どもの特性や関わり方を学び、日々の養育に生かすための場として、ま

た、保護者同士で楽しく交流を深める場として、保護者グループワークという名称

で研修を実施した。  
 

実施日 保護者グループワークのテーマ 

７月  ８日・９日 簡単クッキング講座～忙しい日の朝ごはんを作ろう～ 

７月 ９日 就学後の福祉サービスの利用～セルフプランって何？～ 

１０月５日・６日 福祉サービスについて 

１１月１８日 みはら園の生活で育つことばの力 

１２月 ８日 
こどもの行動を理解するために 

～こどもの困難さ、辛さを理解しよう～ 

１２月２・１０・１５・

１６・１７・２２・ 

２３日 

知りたい！こどもの気持ち～体験講座～ 

１月１８日 特別支援学校の生活について  

２月８日 就学について            
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② サポ―ト保育 

みはら園児の家族（家庭）支援や保護者の就労支援等を目的に、通常の保育時間前後にサポ

ート保育を行った。また夏・冬・春の各休み期間中に一部の日を除き、保育（基本的な時間は

９時～１６時）を実施した。  

 

今年度の実績は、延べ人数で３，５２８人（昨年度は３，１３４人）、実施日数は２１３日（昨

年度は２２０日）であった。申請理由は「仕事のため」が最も多く３３８２人だった。また、

「その他」の３２人は保護者のレスパイト目的がほとんどであった。 

 

   サポート保育の回数と内訳  

項  目  

春休み  

年度頭  

年度末  

４月～９月 夏休み  １０月～３月 冬休み  合 計 

療育前(人)  ７５０   ７６７   １５１７  

療育後(人)  ９６３  １０１５   １９７８  

合計(人) １４ １７１３ １３ １７８２  ６ ３５２８  

理 

由

別

人

数 

(人) 

仕事 １３ １６２９  １０ １７２５  ５ ３３８２  

兄弟行事  １ １７ ２ １０  ３０ 

家族通院   ５０  ３１  ８１ 

冠婚葬祭   ２  １  ３ 

その他   １５ １ １５ １ ３２ 

 

③ 要支援家庭への対応 

Ａ）日常生活支援(清潔の保持、健康管理、持ち物の用意など)  

Ｂ）家庭を訪問しての面談の実施 

Ｃ）緊急時の公用車による自宅への送迎 

Ｄ）関係機関との連携（児童相談所、医療機関、学校、保育園、幼稚園、こども家庭課、

障害福祉課、地域保健課等との会議、情報交換、引継ぎ等)・・・８家庭、のべ１４回 

 

（６） 併行通園 

 

    何らかの発達上のつまずきや偏りのある子どもが、地域のこども園・幼稚園・保育園に通い

ながら週のうち１日みはら園に通園し、大きな集団では獲得しにくい身辺自立の支援や、集団

参加の力を育て安定して園生活を送れるように保育を行った。保護者には面談や学習会の案内

就学にむけての支援も実施した。また利用児が在籍している保育園を訪問し、支援の内容や方

法などについて情報交換を行った。 

今年度の利用は 1 名だった。 

   一方、小グループでの活動の中で他者とのやりとりや集団参加の力を育てることを目的に、３

人で１グループを編成し月１回グループ保育を実施した。１０月からは新型コロナウィルス感

染拡大防止のため、グループではなく個別支援に切り替えて対応した。また利用児が在籍して

いる幼稚園を訪問し、支援の内容や方法などについて情報交換を行ったり、保護者面談を実施

した。 

今年度の利用は 3 名だった。 
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（８） 給食  

 

① 給食・食事支援 

Ａ）健康な体づくりのため、幼児期に必要な栄養基準で、給食を楽しみにできるような献立作

成を行った。 

Ｂ）食行動におけるこだわりや偏食に対応した食に関わる支援を行った。 

Ｃ）摂食嚥下障害に対応した食事形態と個々に応じた自助具に関する支援を行った。  

Ｄ）食物アレルギーの発症予防や安全な給食提供のため、調理手配表の作成や日々の衛生管理

の徹底に努めた。 

 

② 給食の提供 

Ａ）感染予防に配慮し、「新しい生活様式」を取り入れ、普通食と特別食の完全給食を実施した。 

Ｂ）園で提供する食事形態を「普通食、移行食、やわらか食、マッシュ食、ペースト食（今年

度対象なし）」の５段階に分類し、個々の摂食嚥下機能に合わせた形態で給食を提供した。 

Ｃ）偏食対応として献立変更と調理の工夫を行い、盛り付けの配慮、主食の変更等を行った。 

Ｄ）食物アレルギー対応個人別食事連絡票による確認を行い、関係職員全員で誤食防止に努め

た。 

Ｆ）普通食、やわらか食、食物アレルギー食それぞれの献立たよりを発行した。 

 

③ 食育事業 

Ａ）食育事業の一環として、花壇に茎ブロッコリーを植え、園児が収穫し、給食で試食した。   

Ｂ) 給食への理解を求め、食生活に活用できる栄養情報を発信するため、保護者対象に食育講      

     座「忙しい日の朝ごはんを作ろう」を 2 回、感染予防対策を徹底した上で実施した。 

④ 実施状況 

 

Ａ）給食提供推移（園児） 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

提供日数 (日 )    ２２５     ２２０    ２１７   １９３   ２２０ 

給食提供数(食) ９，６４９ １０，００６ １０，４９４ ９，３８１ ９，２８３ 

平均 (食／日 )     ４３      ４６     ４８    ４９    ４２ 

   

Ｂ）特別食の対応                                                       (単位：食) 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

ﾍ ﾟ ｰ ｽ ﾄ ･ ﾏ ｯ ｼ ｭ 食 ２ ３ ２ １ ２ 

や わ ら か 食 ５ ６ ７→６ ３ ３→２ 

移  行  食     ５→３ ３→５ 

ア レ ル ギ ー 食 ２ １ ２ ６→４ ３→５ 
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  （９） 年間行事  

※新型コロナウィルス感染予防を配慮して例年とは異なった方法で実施  

月 行  事  名  定例の行事・会議等  

 
入園式 ※保護者は新入園児のみ

参加 

 

定例行事 避難訓練（毎月１回）  

 

諸会議  職員会議（毎月１回・随時）  

     指導係会議（毎月１回・随時）  

     クラス全体会議（毎月１回・随時）  

     クラスカンファレンス（毎週１回・随時） 

     クラスリーダー会議（毎月１回・随時）  

     サービス担当者会議（随時）  

     給食会議（毎月１回）  

     職員研修（毎月１回）  

     関係スタッフ会議・親子教室会議（随時） 

     運営会議（随時） 

ケース会議（随時）  

 

健康管理 内科検診（年 2回）  

眼科・耳鼻科・歯科検診（年１回）  

尿検査（年１回）  

     身体測定（月１回）  

ブラッシング教室（年長児・年１回）  

６月 

家族参観日 １２：３０降園 

子どもさんが給食を食べて終了と

した 

８月 夏休み（１０日～１７日） 

９月 
新型コロナウイルス感染拡大によ

り、総合防災訓練、バス遠足中止 

１０月 
こどもうんどうかい ※保護者は

園児１名に付き２名に制限 

１１月 

こどもまつり ※午前・午後の２

部制にして保護者は園児１名に付

き１名に制限し、飲食は無しとし

た 

１２月 冬休み（２７日～１月４日） 

２月 

家族参観日 １２：３０降園 

子どもさんが給食を食べて終了と

した 

３月 

卒園式 ※卒園児のみの出席で保

護者は園児１名に付き２名に制限  

春休み（３０日～４月７日） 

 ※行事に参加する保護者・児に対して 3日前からの検温をお願いした  

 

（１０） 苦情解決制度  

 

苦情解決のために第三者委員２名を委嘱し、園では指導主任が苦情受付担当者となり対応した。

令和３年度の苦情件数は０件だった。  

なお、新入園児の保護者には、入園説明会の場で文書を配布し制度について説明を行った。  

 

（１１） サービス評価  

 

   １２月に事業所内サービス自己評価、２月に保護者からのサービス評価を実施し、その結果に

基づいて業務の改善や新規のとりくみを実施した。また、その結果や対応について保護者におた

よりを配布及び園内掲示すると共に、サービス自己評価の結果については富士市のホームページ

上で公表もしている。  

 

（１２） 保護者会活動  

 

保護者の活動として、会長１名、副会長２名、会計１名、育成会３名、各クラスから理事１名  

（７クラス計７名）を選出し、会を運営した。園行事への協力、機関誌「さんりんしゃ」の発行、

｢富士市手をつなぐ育成会｣への参加等の活動を行った。会の運営について園からも協力し、職員

が実務支援を行った。  

４月 
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 月   活 動 内 容  

５月 保護者総会（年間活動計画(案)及び予算(案)審議）感染予防対策のため書面議決  

１０月 こどもうんどうかい参加賞提供  

１１月 サポートファイル研修会（育成会）  

１２月 クリスマスプレゼント提供 

２月 保護者新年度役員選出   

３月 機関誌「さんりんしゃ」発行  

 

＊理事会、役員会は概ね２ヶ月～３ヶ月に１回程度実施  

 

３ 地域支援状況（地域の幼稚園・保育園等との交流・連携） 

 

昨年度より児童発達支援センターの機能強化のため、専任のソーシャルワーカーを１名配置し、

地域社会への参加・包括の促進と円滑な連携を図った。また、連絡会への参加や保育園職員の体

験研修を実施した。  

 

（１） 親子参加保育 

 

保護者の付き添いのもとに、週１回、朝の１時間程度、公私立保育園・公立こども園・公私

立幼稚園の自由遊びを中心に園児の交流の場を設けた。実施園については、保護者の希望によ

り調整をした。本年度は９組の親子が９園で参加した。クラス担任が参加保育の様子を各園に

訪問し、観察した。  

 

（２） 公立保育園障害児保育連絡会 

 

公立保育園園長及び市保育幼稚園課と年２回連絡会を行い、障害児保育についての意見  

交換をした。  

 

（３） 公立保育園交流保育 

 

今年度は、新型コロナウィルス流行の関係で、交流対象園を広見保育園のみとし、保育園年

長児がみはら園に遊びに来るという形で 9 月と 12 月に計画した。保育園児との交流を通して

互いに意識し合い、遊びの中で楽しみながら成長しあうようクラス内での保育とした。実施に

あたっては、担当職員同士で事前打合せを行うとともに、みはら園職員が保育園に出向き、年

長児にみはら園の様子について説明し、交流保育への期待をもてるように計画した。9 月はコ

ロナウイルス感染症拡大防止のため中止となり、12月は対象園にて感染症が流行っていた時期

と重なり中止に至った。  

 

（４） 公立保育園保育士体験研修  

 

みはら園のクラス療育を体験し、障害に関する理解を深め日々の実践に役立ててもらうため

公立保育園の保育士の体験研修を実施した。 

 

対  象  人数 研修日数 

富士市立保育園保育士（主に加配担当） ３ ８月～１０月の２日間 
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（５） 一般園移行児、就学児へのフォロー  

 

就学や転園にあたって、子どもが学校や園での生活をスムーズにスタートできるように引

継ぎを実施した。 

内  容  実施回数  対象人数  

園移行児フォロー  引継ぎ   ６   ６ 

就学児フォロー 引継ぎ  １８ １８ 

      就学児の引継ぎについて：支援学級のうち２名については令和４年度になってから実施 

 

４ 保育所等訪問支援運営状況  

    

   何らかの発達上のつまずきや偏りのある子どもが地域で生活していくために、専門的な知識や

経験に基づいて子どもが通う園への支援をしていくことを目的に、児童発達支援センター専任の

ソーシャルワーカーが保育所等訪問支援事業を実施した。訪問後には園へのフィードバックや保

護者との面談を実施した。 

内容 実施回数  対象人数  

保育所等訪問  １２３  １６ 

訪問後保護者面談  ７９ １６ 

  

５ 居宅訪問型児童発達支援運営状況  

 

   外出が困難な医療的ケアを要する在宅の重症心身障害児を対象に、保育士が居宅を訪問し発達 

支援を行った。  

内容 実施回数  対象人数  

居宅訪問型児童発達支援  ２３ ２ 

 

６ 感染症対策  

 

 今年度は新型コロナウィルス感染拡大により、下記のように様々な感染予防対策を実施した上で

運営にあたった。  

 

・感染症対策委員会の開催（年間１３回）  

所長を委員長、保健師や各部の責任者を構成員とし、周囲の感染状況や対応を確認し、センター

全体のとりくみやみはら園の行事や療育を継続するための対応について協議した。  

・緊急事態宣言発出に伴う登園自粛の実施  

  ８月３０日～９月３０日を登園自粛期間とした。その間は週に２回保護者に電話連絡をして、子

どもや家庭の状況把握と相談に応じた。また家庭保育が困難な場合にはサポート保育を全日実施

した。電話連絡計２８９回、サポート保育１４人延べ１４３日実施。  

・感染予防に配慮した保育 

  できる限り三密を避け、体調不良時の利用自粛の要請、手指や保育環境・教材の消毒の徹底、常

時換気の実行、行動履歴の記録、配慮した給食提供、配慮した行事の実施、職員の健康管理等  
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第２節 療育相談室からあ（現・発達相談室からあ）活動状況 

１ 運営目標 

 

（１）市内に在住する就学前の乳幼児を対象（一部学齢児含む）に、子どもの発達に関する様々な  

相談に応じ、発達支援につなげる。  

（２）医療、保健、福祉、教育等の関係機関と綿密な連携を図りながら、発達支援をすすめる。  

（３）関係機関職員や家族に対する研修会を実施し、障害を持つ子どもに対する理解を深める。  

 

 

２ 事業内容 

 

   発達に課題のある就学前の乳幼児を対象（一部学齢児含む）に、下記の事業を行っている。  

 

（１）相談・面接 

面接や発達検査等を通じ、子どもの状況を把握しながら、保護者から寄せられる発達上の様々

な相談に応じている。医療機関や関係機関の紹介、就園や就学に関しての情報提供や助言も行っ

ている。  

 

     やむを得ない事情で、平日に来所が困難な相談者に対しては土曜日に、また、家庭の事情でこ

ども療育センターへの来所が困難な相談者に対しては、フィランセや子どもの所属する幼稚園・

保育園など、利用者のより身近な場所にスタッフが出向き、相談業務を行っている。  

令和３年度実績  土曜相談： 開所日数  ３日  利用者数 延べ ３人 

出張相談： 実施回数 ４３回   利用者数 延べ４３人    

 

（２）個別支援 

子どもの発達状況に応じ、各スタッフによる個別支援を行っている。  

 

（３）親子教室（グループ活動） 

     子どもの年齢や発達状況に応じ、いくつかのグループを編成し、保育士に加え、複数のスタッ  

フが入り込む形で、親子教室（グループ活動）を行っている。親子遊びを中心に、子どもの発達

を促すとともに、保護者が子どもとの関わり方を学ぶ場として位置づけている。  

 

（４） 園訪問 

市内の幼稚園・保育園などをスタッフが訪問し、集団の中での子どもの様子を見る中で、教諭・

保育士に助言を行うとともに、情報の共有化を図っている。  

 

（５） 保護者支援  

育てにくい子どもをもつ保護者の不安や孤立感の軽減のため、保護者グループ活動の実施、就

学に向けての勉強会、先輩保護者体験談を開催している。  

 

（６）みはら園との連携 

みはら園児に対して、必要に応じ、個別指導・訓練を行っている。 

各スタッフがみはら園のクラスに入り込み、みはら園保育士・指導員とともに、園児の指導を 

行っている。  

 

（７）関係機関との連携 

幼稚園、保育園、こども園、医療機関、教育委員会、地域保健課、保育幼稚園課、こども家庭

課、障害福祉課、相談支援事業所等の関係機関と連携をとり、情報の共有化を図り、子どもや家

族の支援を行っている。  
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就学に向けては、保護者に対し、就学勉強会等の機会を設けるとともに、必要な情報提供や助

言を行っている。また保護者の同意を得て、スタッフが小学校に出向き、教員への情報の引継ぎ

も行っている。  

 

（８）医療相談 

専門医を招き、子どもの診察を依頼するとともに、スタッフとの情報交換の場としている。  

整形外科医（田邊医師）  

 

（９）相談支援事業   

児童福祉法の改正に伴って、平成２４年１１月、相談支援事業所を開設した。 

管理者１名・相談支援専門員２名はセンター職員が兼任している。 

① 目的  障害児支援利用計画を作成し、計画に基づき適切な福祉サービス利用につなげる。 

② 対象  障害福祉サービスの利用を希望する障害児及びその保護者 

 

 

３ 受付から指導までの流れ  
 

 
【主な紹介元】    
医療・保健機関             福祉・教育関係機関 
地域保健課                幼稚園・保育園など 

県立こども病院         障害福祉課  

静岡済生会療育センター令和  保育幼稚園課  

市内小児科医院         こども家庭課  
        

 

情報入手先  

   広報紙、ウェブサイト 

知人の口コミ  

兄弟が利用していた  

その他  

 

 

   

        

 家 族 か ら の 電 話 相 談               

 

 受  理 （ 担 当 者 決 定 ）  

 

 
 初回面接（インテーク・初回評価）  

 

 

    ・個 別 指 導  

（訓練・相談）  

・集 団 指 導  

 （親子教室・就園児グループ） 

・園 訪 問  

・医 療 相 談  

 

 

 
他 機 関  

 
終    了  

 

 
 再 評 価  

計画相談（必要に応じて担当が案内）  
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４ 統計資料 

（１）年度別登録人数 （図１) 

     令和３年度の登録人数は、７７７人で、新規相談者は２４９人であった。  

 

（２）令和３年度統計 

① 総合統計 

Ａ）性別内訳（図２）   

登録者の男女比率は、昨年度同様、男７５％、女２５％である。 

    継続相談は、男３９９人、女１２９人、新規相談は男１８２人、女６７人であった。 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

継続 487 477 500 534 528

新規 218 237 273 251 249

合計 705 714 773 785 777

218 237 273 251 249

487 477
500 534 528

705 714
773 785 777

0

200

400

600

800

1000

人
数
（
人
）

図１ 年度別登録人数

男

７５％（５８１人）

女

２５％（１９６人））

図２ 性別内訳
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Ｂ）年齢別分類（図３）                                                                           

     新規相談は、３歳児健診や在籍園等から紹介を受けて２歳から３歳で相談に至るケースが最

も多い（平成３０年度生まれ）。  

 

Ｃ）障害別分類（図４） 

「ＡＳＤ及び疑い」の割合は、今年度６４％であった。平成２２年度から「ＡＳＤ及び疑い」

の人数が、登録人数の半分以上を占めている。 

 

＊「ＡＳＤ及び疑い」は、広汎性発達障害・自閉症スペクトラム等を含む。 

 

令和３年度

生

令和２年度

生

令和元年度

生
H30年度生 H29年度生 H28年度生 H27年度生 H26年度生

・ ・ ・ ・ （年少） （年中） （年長） 小学生以上

新規 1 15 56 81 40 28 27 1

継続 0 2 10 64 105 140 153 54

2 10

64

105

140
153

54
1

15
56

81

40

28
27

1

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

人
数
（
人
）

図３ 年齢別分類

ＡＳＤ及びその疑い

６４％（４９５人）知的発達の遅れ

２０％（１５７人）

ＡＤＨＤ及び疑い

５％（４０人）

肢体不自由

３％（２２人）

言語発達遅滞

２％（１５人）

重度心身障害

１％（９人）

吃音

１％（９人）
障害を認めず

１％（９人）
構音障害

１％（７人）

その他（緘黙、難聴など）

２％（１４人）

図４ 障害別分類
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② 新規相談者統計 

Ａ）紹介元（図５） 

    令和３年度の新規相談者は、２４９人（男１８２人女６７人）であった。市の地域保健課か

ら紹介されて相談に至るケースが最も多いが、在籍園から紹介されて相談に至るケースも増え

ている。また、保護者がインターネットで調べて相談に至るケースも増えている。  

 

Ｂ）相談内容（図６）  

 

市地域保健課

３９％（９６人）

インターネット等

自分で調べた

９％（２２人）
本人・兄弟が利用

７％（１７人）

知人

５％（１３人）

保育園

１７％（４３人）

幼稚園

８％（２０人）

こども園

４％（１１人）

病院・医院

４％（１０人）

市役所

３％(７人）

その他

４％（１０人）

図５ 新規相談者紹介元

２９％

ことばの遅れ

３０％（７４人)

集団不適応

１６％(４０人)

全体の遅れ

１１％(２８人)

落ち着きのなさ

１１％(２７人)

対人の弱さ

８％(２１人)

かんしゃく

６％(１４人)

運動の遅れ

３％(７人)

こだわり

３％(６人)

発音不明瞭

２％(５人)

吃音

２％(５人)

緘黙

２％(５人)

不器用

１％(４人)

感覚過敏

１％（４人）登園拒否

１％（２人）その他（チックなど）

３％（７人）

図６ 新規相談者相談内容
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Ｃ）障害分類（図７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＡＳＤ及びその疑い

６４％(１５９人)
知的発達の遅れ

１７％(４３人）

ＡＤＨＤ及びその疑い

６％(１４人）

言語発達遅滞

２％(６人）

吃音

２％(５人）

障害を認めず

２％(５人）

肢体不自由

２％(４人)

構音障害

２％(４人)

その他

３％(９人）

図７ 障害別分類
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５ 事業実績 

 （１）各スタッフの個別実績  

① 心理判定員 

     令和３年度は、心理判定員２名で、３００名に対して延べ１ ,３３４件の相談・指導を実施した。

実施件数の内訳は表１の通りである。また、その症状別分類は、表２に示した。  

    アセスメント（評価）に基づく発達相談、グループでの集団指導を行った。  

例えば「かんしゃくを起こしやすい」という情緒面の相談の背景に、子どもの発達の偏りやこだ

わりがあることも多く、かんしゃくを助長しないためのコツを伝えながら家庭でできることを一緒

に考えるようにしている。また、「園生活で適応行動がとれない」という相談については、園での姿

を見た上で、保育者や保護者と子どもが上手く過ごせるための手立てを話し合っている。  

また、主に年長の保護者を対象にして就学の勉強会や先輩保護者の体験談を聞く会を企画するこ

とで、学校生活のイメージを持ってもらい就学に向けての不安が軽減できるような機会を設けた。  

 

表１．実 施 件 数                                                （単位：件）   

 内    容  外   来  み は ら 園 計   

個 別 指 導      ５４３  ７     ５５０ 

集 団 指 導      １７５      ７     １８２ 

園 訪 問  ９９              ０      ９９ 

医 療 相 談 同 席         ０             ０       ０ 

教材・紹介状等作成          ８６  ２      ８８ 

電 話 相 談 ・ 受 付         ４９             ０         ４９ 

家 庭 訪 問           ０             ０          ０ 

ｹ ｰ ｽ ｶ ﾝ ﾌ ｧ ﾚ ﾝ ｽ         ２６９  ５        ２７４ 

ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｶ ﾝ ﾌ ｧ ﾚ ﾝ ｽ       ９２  ０        ９２ 

    合     計    １,３１３     ２１    １,３３４  

 

 

表２．診断又は症状による分類                      （単位：人）  

項    目  
発達（知能）

検査のみ  

グループ  

指導 
個別指導  合 計  

ＡＳＤ  

及び疑い  

知的発達の遅れ

を伴わない  
 ５ ２４ 

 
１４７  

知的発達の遅れ

を伴う  
 ７ ２５ ５３  ８５  

ＡＤＨＤ及び疑い     ０      １      １０        １１ 

肢体不自由     ０      ０       ０         ０ 

その他の知的発達の遅れ   ３      ４     ４４       ５１ 

上記に分類できず     １      ０      ５         ６ 

合 計    １６  ５４   ２３０  ３００  

 

１１８  



 21 

② 言語聴覚士（ＳＴ） 

令和３年度の言語聴覚士２名による相談・指導は、２７１名に対し、延べ１，１８４件実施した。

実施件数の内訳は表１の通りである。また症状別分類は、表２に示した。  

関連機関との連携業務として、市内のことばの相談・指導に携わる各機関との情報交換のため、

「言語相談・指導機関連絡会」を開催した。昨年に引き続き、言語聴覚士単独の講座ゼミに加え、

作業療法士・心理士とともに講座ゼミを開講した。  

みはら園保護者を対象に、みはら園の生活で育つことばの力について、研修を実施した。    

次年度への継続児は、１６９名である。保護者の相談内容が多様になっているので、子どもの発

達特性を見極めて、他職種と連携したフォローもしていきたい。  

 

   表１．   実施件数および実施時間割合                                                    
 

業   務   内   容  件数（件）  所要時間※の割合（％）   

 

 

外 

 

 

 来 

    未  

 

    就  

 

   学 

 

    児  

個  別  指  導   ７５４ 

        ７４  

集  団  指  導  １３３  

電 話 相 談・受付  ５０ 

ケースカンファレンス  １７ 

グループカンファレンス  ４５ 

  園  訪  問  １０８          １９  

就学児  
  個 別 指 導  ０ 

         ２  
ケースカンファレンス  ８ 

       
みはら園  

個 別 指 導  ５７ 

         ５ ケースカンファレンス  １２ 

グループカンファレンス  ０ 

合           計 １，１８４          １００  
                   

※業務によって所要時間が異なるため割合で示している  

 

表２． 症状別分類                                                    （単位：人）   

 
内         容  

外     来 
みはら園  計 

 

未就学児  就学児  

知 的 発 達 の 遅 れ ４７     ４      ２       ５３ 

Ａ Ｓ Ｄ 及 び 疑 い  １６５      ３      ５     １７３ 

言 語 発 達 遅 滞   １３      ０      ０      １３ 

機 能 性 構 音 障 害    ８      ０       ０       ８ 

吃            音    ９      ０       ０       ９ 

摂食障害（重複障害を含む）   １      ０      ３       ４ 

Ａ Ｄ Ｈ Ｄ 及 び 疑 い   ２      １       ０       ３ 

脳 性 麻 痺 ・ 重 度 心 身 障 害   １      ０       １       ２ 

障 害 を 認 め ず    ５      ０       ０       ５ 

難                          聴    １      ０       ０        １ 

合       計  ２５２    ８   １１      ２７１  
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③ 理学療法士（ＰＴ） 

令和３年度は、理学療法士１名が相談室からみはら園へ配置換えとなった。一部相談業務も行っ  

たが、大部分は保育業務となり、担当ケース数や実施件数は減少した。相談室の理学療法士１名で、

６９名に対し８１０件、みはら園所属となった理学療法士１名で、１１名に対し６５件、相談・指

導等を実施している。実施件数の内訳は表１、症状別分類は、表２に示した。  

個別指導は、肢体不自由児や知的な遅れのある子ども、ＡＳＤ及びその疑いのある子どもで運動  

発達の遅れを伴う子どもに対し実施した。子どもの発達や障害状況、保護者の不安感の強さ等を考

慮して頻度を決め、子どもへの直接指導（機能訓練）と併せて、保護者に日常生活上の関わり方・

介助方法などを伝えた。親子教室での集団指導は、親子で活動し、子どもの興味や経験を広げて、

認知面や運動面の発達に繋がるよう支援した。保育園等に所属している子どもについては、園と情

報交換を行い、保育者にも関わり方などを伝えた。また、必要に応じて家庭訪問も実施した。就学

児は、保護者が相談したいと思ったときに、不定期で、相談・助言等を実施した。  

この他、みはら園保育への協力、担任や他専門職とのケース会議なども行っている。  

 

   表１. 実施件数                                                         （単位：件）   

内     容  
外       来 

みはら園  計 
 

未 就 児  就 学 児  

個   別   指   導   ４５５  

 

１３ １３３      ６０１ 

  集   団   指   導     ６５      ０    ６      ７１   

園 訪 問 等    ４６   ０    

０ 

    ０  ４６ 

医   療   相   談     ２３      ０    １０     ３３   

補  装  具  相  談 ５ 

 

１    ４       １０  

紹 介 状  ・  報 告 書  ７        ０      ７  １４   

電 話 相 談 ・ 受 付   ２８   

 

    ０      ０       ２８  

家   庭   訪   問     ２        ０      ０       ２  

４ ケ ー ス カ ン フ ァ レ ン ス     ３１      ２     ４       ３７  

グループカン ファレン ス   ３３       ０      ０       ３３  

合           計 ６９５    １６  １６４     ８７５  

 

 

   表２. 診断または症状による分類                                         （単位：人） 

 
内    容  

外     来 
みはら園  計 

 

未 就 児 就 学 児 

      脳   性   麻   痺 １２  ３   ３  １８   

知 的 ・ 運 動 発 達 の 遅 れ １４     １   ０   １５  

遺 伝・染 色 体 異 常 １６     ０   ３   １９  

Ａ Ｓ Ｄ 及 び 疑 い １３   ５    ０   １８  

神 経 ・ 筋 疾 患  ２   １   １   ４ 

骨 系 統 疾 患   １   １   ０ ２ 

そ の 他 ３   ０   １   ４ 

合      計 ６１  １１ ８ ８０  
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④ 作業療法士（ＯＴ） 

令和３年度は、作業療法士１名で１１８名に対し８３６件実施した。 

実施件数の内訳は表１の通りである。また、その症状別分類は、表２に示した。  

 個別相談では、アセスメントに基づき、保護者と一緒に発達の特徴や生活の中での関わり方につ

いて考えた。また、グループでの集団指導を行った。 

幼稚園・保育園などに在籍しており行動上の問題を主訴とする子どもは、積極的に園に出向き保

育者との情報交換を行った。  

今年度も、保育者向けの基礎研修を実施し、更に、心理判定員と言語聴覚士とともに講座ゼミを

開催した。みはら園保護者を対象に、行動の背景にある感覚特性について理解を深める研修を実施

した。  

 

    表１ ．実施件数                                                      （単位：件）  

 内    容  外   来  み は ら 園 計  

個   別   指   導     ３３６     ６９  ４０５  

集   団   指   導   １０７       ６   １１３  

園    訪    問    ７９      ０   ７９  

医  療  相  談  同  席     ２      ０    ２  

教   材   作   成    ５６      ０   ５６  

助   言   指   導     ０      ０    ０  

電  話  相  談・受  付     ２１     ０   ２１  

家   庭   訪   問      ２     ０    ２  

通   院   同   席        ２     ０     ２ 

ケ ー ス カ ン フ ァ レ ン ス   １２０      ４  １２４  

 
グループカン ファ レン ス     ５４     ０   ５４  

     合      計  ７７９  ７９  ８５８   

 

 

表２． 診断または症状による分類                                   （単位：人） 

 
内    容  

外   来  
み は ら 園 計 

 

未就学児  就学児  

 
  脳  性  麻  痺 ※  ２ ０ １ ３ 

  Ａ Ｓ Ｄ 及 び 疑 い ６３ ７  ５ ７５ 

知 的 発 達 の 遅 れ ８  ０ ０ ８ 

Ａ Ｄ Ｈ Ｄ 及 び 疑 い １５ ５ ０ ２０ 

不    器     用 ２  ０ ０ ２ 

そ の 他 先 天 的 疾 患  ２ ０  ０ ２ 

過         敏 ３ ０ ０   ３ 

問  題  を  認  め  ず  ５ ０   ０ ５  

合      計  １００  １２ ６ １１８  

   ※脳原性の疾患も含む 
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⑤ 保健師  

Ａ）外来業務 

ａ 初回面接インテーク 

２３４ケースの初回面接に同席し、周産期状況および生育歴、病歴、日常生活習慣、家族  

背景などを聞き取り、ケース担当の初回評価に結びつけた。  

家庭事情により、フィランセでの面接が１ケース、まちづくりセンターでの面接が４ケー

スあった。   
ｂ 親子教室 

たんぽぽ・カンガルーグループに参加した。（毎年実施している歯科衛生士によるブラッシ

ング指導は、新型コロナウィルス感染症拡大を考慮し未実施）   
ｃ 医療相談（整形外科） 

     医師、ケース担当職員との連絡調整および当日の診察介助を行った。   
ｄ 個別保健指導 

生活リズム、食生活、体調管理等の相談に対する保健指導を行った。   
ｅ 保健・医療機関等との連絡調整 

        地域保健課からの紹介ケースについては保護者了解のもと連絡、報告を行った。  

また、地域保健課との連携を強化する目的で１歳６か月児健診・３歳児健診・にこにこ教 

室に２１回同席した。  

      

 Ｂ）みはら園業務 

みはら園看護師とともに医療的ケア・救護・感染症対策等を実施した。  

 

 Ｃ）感染症対策 

    新型コロナウィルス感染症の感染拡大に伴い、センター全体（みはら園・療育相談室）の感

染症対策を実施した。また感染症等対策委員会を月に１~２回開催した。  

 

表１．実施件数                                     （単位：件）    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容  外  来  みはら園    計  

個別指導  
初回面接  ２３４ ０ ２３４ 

保健指導  ４３ ２ ４５ 

集 団 指 導 ３７ ８ ４５ 

医 療 相 談 ５ ２ ７ 

通 院 同 行 １ ０ １ 

助 言 指 導 ３９ １６ ５５ 

電話相談・受付  ５６ １１ ６７ 

家 庭 訪 問 １１ ０ １１ 

園  訪  問  １ ０ １ 

ケースカンファレンス  １０ ０ １０ 

グループカンファレンス  １８ ０ １８ 

合  計  ４５５ ３９ ４９４ 
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⑥ 相談支援専門員  

    平成２４年に、特定相談支援事業者、及び障害児相談支援事業者として指定を受け、相談支

援専門員１名（保育士と兼務）を配置し、就学前の子どもの福祉サービス利用に関する障害児

相談支援を行ってきた。令和３年度より、相談支援専門員専任１名、兼任１名、計 2 名を配置

し、機能強化型Ⅳの特定相談支援事業者、及び障害児相談支援事業者として指定を受けた。 

 

令和３年度の障害児相談支援は、Ａ～Ｃ、表１の通りである。計画相談支援の他に、基本相

談支援に関する面接も１５７件実施した。 

 

児童発達支援事業所や福祉サービスの利用に関する相談、就学後の放課後等デイサービス事

業に関する相談などが増えている。また、児童発達支援センターみはら園や他の児童発達支援

事業所を利用している児で、併せて他の福祉サービスを利用・計画する児も増えている。福祉

サービスの内訳は、日中一時支援事業は３件、居宅介護事業は１件、短期入所事業は４件、ラ

イフサポート事業は３件であった。 

 

Ａ）障害児支援利用援助（利用計画の作成） 

保護者から発達相談や基本相談を受けた他職種や他機関と連携し、サービス利用支援を行

った。子どもの発達の経過や状況、家庭状況、本人・家族の願いを含めた障害児支援利用計

画の作成を行い、個々に応じたサービス利用に関する支援・各事業所との調整を行った。 

令和３年度は、障害児支援利用計画作成を１０５件実施した。 

    

 Ｂ）継続障害児支援利用援助 

     サービス内容や子ども及び家庭の状況によって頻度に差はあるが、１～６ヶ月に１回、継

続サービス利用支援を実施した。子どものサービス利用状況を各事業所と確認した上で、保

護者とサービス利用における状況や課題等を共有し、今後のサービス利用や目的、支援に関

する相談を行った。 

令和３年度は、継続障害児支援利用援助を２１４件実施した。 

 

  Ｃ）計画作成前後の状況把握・調整の実施 

     令和３年度は、支援に関する相談や調整のため、サービス担当者会議を１６８件、サービ

ス利用時の状況把握や意向の確認のためにサービス提供時モニタリングを２５３件、調整の

ために関係機関や家庭の訪問を１８件実施した。また、支給決定前のサービス利用希望者の

各事業所見学の同行や通院同行を２１件、事業所との打ち合わせ・ケース会議を４７件、事

業所訪問を４６件、サービス利用児の幼稚園保育園訪問を２１件、家庭訪問を２７件行った。 

 

表１．実施件数                                （単位：件） 

  

 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

障害児支援利用

計画作成 
７０ ６９ ７１ ７８ １０５ 

継続障害児支援

利用実施 
７６ ８２ １２９ １８４ ２１４ 

家庭訪問・関係

機関連携、会議

等支援合算 

―    ―   ― ― ６０１ 

合計 １４６ １５１ ２００ ２６２ ９２０ 
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⑦ 保育士 

令和３年度は、保育士２名で、親子教室以外の取り組みを延べ２４３件実施した。実施件数の内訳

は、表１の通りである。  

みはら園での活動等は、在園児のサポート保育や新入園児の慣らし保育期間の補助等を行った。  

   また、就園前及び就園後のグループの企画・運営と、いるか、くじらグループの補助も行った。  

それらの実績については、次ページに記載する。  

 

 

 表１． 実 施 件 数                 （単位：件）   

 内    容   計   

個別面接の同席  ７５    

みはら園での活動等  ３６ 

ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ ｶ ﾝ ﾌ ｧ ﾚ ﾝ ｽ        ５６

    

合     計 １６７  

 

 

（２）親子教室（グループ活動）の取り組み 

 

①就園前グループ 

平成２１年度からみはら園が母子通園を取りやめ、年少児からの全員単独通園の体制に移行した。 

これに対応し従来の療育教室のスタッフに加えて、みはら園を経験した保育士２名を配置し、療育

教室の内容を充実させ、みはら園の母子通園の目標を盛り込んだ「親子教室」の運営を新たに開始

した。平成３０年度から保育士１名を増員し、３名体制で運営にあたった。令和３年度は保育士２

名と専門職で運営にあたった。 

  

Ａ）目的 

      乳児期は保護者と子どもがじっくりと向き合う場をもち、遊びや生活を通して基本的な関係

をつくり、安定した環境の中で他者を受け入れ、社会で過ごす基盤を築く重要な時期である。  

    子どもに何らかの発達上のつまずきを認めたり、育児の困難さを感じたりしている保護者を、

受け入れ支援することで、豊かな親子関係を築き、子どもの成長発達を促していく。また、就園

を検討している家庭の相談を受け、アドバイスや調整を行う。  

a 生活リズムを整え、基本的生活習慣の確立を促す。 

b 各児の様子を掴み、必要な個別支援を行い、グループ活動の集団場面での安定した参加を

支援する。 

c グループでの活動を通して、子どもの姿を受け入れるための保護者の心理的支援を行う。 

d 身辺面などの家庭生活における相談や具体的な対応の提案をし、保護者の育児の成功経験

を増やしていけるように支援する。 

 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和３年は７月と８月後半から９月にかけて親子教室は

中止した。 

休止期間中は、保護者支援の観点から、電話や来所での個別面談を行い、面談中に子どもの把握も

行った。感染拡大防止の観点から、各グループとも、1 グループの参加人数を減らし、開催時間を短

くする対応を行い実施した。また、めだかグループについては、就園に向けての支援の重要性から、

１０月以降は、グループ数を増やし対応した。 
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Ｂ）対象およびグループ 

グループ名  対    象  年 齢  ス タ ッ フ  頻 度  

た ん ぽ ぽ 
肢体不自由・運動発達に遅

れがある子ども  
１～３歳  

保育士・理学療法士  

保健師  

 

月２回  

カンガルー  

 

発達に遅れがある、  

対人面に弱さがある  

子ども  

 

１～２歳  

 

保育士・保健師  

理学療法士  

月 １ ～

２回 

 

め  だ  か 

 

 

２～３歳  
保育士・心理判定員  

言語聴覚士・作業療法士  

 

月２回  

ひ よ こ  

カンガルー・めだか対象児

で、乳児の兄弟の託児を要

する等、配慮が必要な家庭  

 

１～３歳  保育士・ケース担当  

 

月１回  

    

 

Ｃ）実施状況 

a 人数および実施回数  

グループ名  人 数（人）  回 数（回）  

た ん ぽ ぽ   ５      １８  

カンガルー   １９      ３２  

め  だ  か     ４５     １１２ 

ひ よ こ       ６   ９ 

合 計      ７５    １７１  

   ※グループを重複して利用した子ども ２名 

 

 

b   次年度進路 

進路 

 

グループ 

親子教室

継続 

親 子 教 室 継 続 以 外 

計 

みはら園 保育園 幼稚園 
認定 

こども園 

児童発達 

支援事業所 

その他 

(転居等) 

た ん ぽ ぽ   １   ３   ０   ０   ０   １   ０  ５ 

カンガルー   ８   １  ４  １   １   ２   ２ １９ 

め だ か   ０ １２   ５ ２０   ７   １   ０ ４５ 

ひ よ こ   ２  １   １   １   １   ０   ０  ６ 

合  計  １１  １７  １０  ２２  ９   ４   ２ ７５ 

   ※グループを重複して利用した子ども ２名 

 

 

 

 

 

 



 28 

②就園児グループ 

幼稚園・保育園などに在籍している子どもに対し、その子の状況や課題に応じてグループを編成

し、指導を行ってきた。 

Ａ）目的 

a 遊びを通して子どもの発達を促し、二次的な障害を予防する。 

b 場面の切り換えや身辺処理の獲得の支援をする。 

c 保護者が子どもをとらえなおす機会を作る。 

d 保護者の仲間づくりを行う。  

 

Ｂ）対象およびグループ 
  

グループ名  対    象  年 齢  ス タ ッ フ  頻 度  

いるか  知的発達の遅れは少ない

ものの、園生活を送る上

で、行動面の問題が見ら

れる子ども  

年中 心理判定員・作業療法士・保育士 月１回  

くじら  年長 
 
心理判定員・作業療法士・保育士 月１回  

ことり 

知的発達の遅れがあり、園

生活を送る上で、行動面の

問題が目立つ子ども 

年少 

 ～ 

年長 

保育士・心理判定員・作業療法士  

言語聴覚士 
月１回 

 
 

Ｃ）実施状況 

人数および実施回数  
 

グループ名  人数（人）  回数（回）  
 
いるか  

 
 ５ 

 
１０ 

 
くじら  

 
１８ 

 
２７     

ことり  ２４    ３９     
合 計 ４７ ７６ 

 

（３）園訪問 

   幼稚園や保育園などにスタッフが訪問し、集団の中での子どもの様子を把握するとともに、情報

交換や助言等を行ってきた。また、気になる子どもが多くいる園では、集団づくりや環境の工夫の

仕方などが課題にあがり、療育センター保育士も訪問し、意見交換をしてきた。 
 

 
訪問園 

 
訪問園数(園) 

 
延べ訪問回数（回） 

 
延べ訪問スタッフ数（人） 

公立保育園 １８  ９９  １０９  

私立保育園  ９   ３３    ３６  

公立幼稚園   ８   ７２    ８２  

私立幼稚園   ８   ５７    ６８  

公立認定こども園  １  ７   ７  

私立認定こども園 １０ ４１   ４２  

※小規模保育所等 １０ １５   １５  

市外   ３ ３    ３  

合 計 ６７ ３２７  ３６２  
 

  ※小規模保育所等は、小規模保育所に加えて、認可外保育施設を含む。 
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（４）保護者グループ 

① 和みグループ 

  Ａ）目的 

幼稚園・保育園などに在籍する、社会性や集団適応の心配を抱える子どもを持つ保護者を対

象に、保護者同士の語らいを通じて、子育ての悩みや孤立感、不安の軽減を目的に、平成２１

年度より、心理判定員が担当して取り組んでいる。 

近年は働く保護者が増えたことから、参加者が減っている。 

Ｂ）テーマ 

「子育てで悩んでいること」「家や園での様子」「外出先での工夫」「他の保護者とのやりとり」

など。 

Ｃ）実施状況 

１１月１７日  １０：００～１２：００  参加者 ６人 

  ※９月はコロナウイルス感染症の流行により、開催を見合わせた。 

１月、３月は参加できる人が少なかったため、開催しなかった。 

 

② 保護者向け勉強会 

Ａ）内容 

主に年長児の保護者が、通常学級や特別支援学級での生活の様子について知り就学先を決め

ていく際の参考とできるよう、就学ミニ勉強会や先輩保護者の体験談を開催している。 

  

Ｂ）実施状況 

 

 

③ 療育相談会（ＮＰタイム） 

Ａ）目  的  療育センターを利用している子どもの保護者が、こども家庭課や地域保健課で 

保護者支援を行っている心理士の運営する、保護者グループ活動に参加して、

育児の意欲や自己肯定感を高める。 
 

Ｂ）日  時  年７回（６月・１０月・１１月・１２月・１月） 
 

Ｃ）講  師  望月 由妃子 心理士 
 

Ｄ）参加者数  延べ２５人 

 

（５）虐待予防 

   受理するケースの中でも、決して好ましいとはいない環境において養育されている子どもの数

が増えている。そういったケースに関しては、虐待予防の観点からも、家庭状況をしっかりと把

握し、より丁寧なフォローを続けていくことが必要になっている。 

 

（６）学齢児個別指導 

     こども療育センターは、乳幼児が主な対象であり、小学校入学後は、できるだけすみやかに次

の指導機関につなげていくことを原則としている。しかしながら、子どもの状況や家庭状況等に

より、当センターにおいて継続した指導が必要と考えられるケースについては、小学校入学後も

引き続き指導を行っている。 

 

 
 
 

内 容 開催日時・時間 参加者数(人) 

就学ミニ勉強会 ５月１１日      １０:００～１２:００ ３５ 

先輩保護者体験談 ６月２２日      １０:００～１２:００  ３１ 



 30 

令和３年度学齢児継続指導ケース                     （単位：人）  
 

 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 心理判定員 合計 

小学生  ３ ２  １ ０ ６ 

 

 

（７）小学校入学にあたっての情報引継ぎ 

小学校への入学にあたり、子どもが学校生活をスムーズにスタートできるよう、新入学児のうち、

集団適応上の配慮が必要と判断し保護者の同意を得たケース、もしくは保護者からの希望があっ

たケースについて、毎年４月にスタッフが各学校に出向き、子どもの特性や配慮してほしい点など

を教員に伝えている。特別支援教育センターのスタッフも同席し、必要に応じて在籍園担任にも同

席を依頼している。 

  令和３年度は、１８校４２人について、引継ぎを実施した。 

 

 

（８）医療相談 （整形外科） 

① 目  的 ○ 家族や職員が診断の説明と助言を受ける 

         ○ 理学・作業療法や摂食指導、聴力検査の処方を受ける 

         ○ 補装具等の助言を受ける 
 

② 日  時  第１水曜午後 年間１０回 
 

③ 担当医師  田辺整形外科医院 田邊 登崇 医師 
 

④ 相談者数  延べ３３人（外来２４人・みはら園９人）           

 

 

（９）紹介状・情報提供書・報告書               

 

医療機関等への送付：６４ケース 
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第３節 啓発事業 

１ 講演会 

保育現場や教育現場などで、障害のある子ども達に関わっている職員を対象に、障害に関する理解を深

め、日々の実践に役立ててもらうため、外部講師を招いての研修講座を開催した。  

№ 月 日 講 座 内 容 講   師 会 場 参加者(人) 

１ ８月２８日 
発達が気になる子の 

保護者支援 

広島大学大学院 

人間社会科学研究科 

教授 七木田 敦 先生 

Zoomによる 

オンライン 
１００ 

２ ２月２６日 
多様性がいきる 

インクルーシブ保育 

東京都立大学 

名誉教授 浜谷 直人 先生 

Zoomによる 

オンライン 
６７ 

 

 

２ 講座ゼミ 

市内の保育園・幼稚園・こども園・小規模保育所の保育士や教諭を対象に、障害に関する基本的な知識

を身に付けてもらうことを目的に、こども療育センター職員が講師となり、講座ゼミを開催した。 
 

№ 月  日 内  容 対  象 講 師 参加者(人) 

１ 

７月１２日 

８月 ２日 ことばについて 

  （２回シリーズ） 
すべての先生 

療育相談室 

孝森 淳子 
１０ 

８月２３日 

８月３０日 

２ 
１月１２日 

１月２６日 

発達が気になる子への効果的なほめ方 

          （２回シリーズ） 

２歳児以上を 

担当する先生 

療育相談室 

渡邉 明子 
１４ 

３ 
７月３０日 

８月 ６日 

気になる子のいるクラスの保育の工夫 

（公立の保育園・認定こども園対象） 

（講座１回・訪問１回） 

統合保育クラ

ス主担任の 

先生 

療育相談室 

小黒 和枝 

秋山 貴子 

赤池 多恵 

 ６ 

４ 
６月１１日 

７月 ９日 

気になる子のいるクラスの保育の工夫 

（公立の保育園・認定こども園以外対象） 

（２回シリーズ） 

２歳以上を 

担当する先生 
１０ 

５ 
１１月２９日 

１月１３日 

発達が気になる子と生活するための 

考え方 

年少以上を 

担当する先生 

療育相談室 

 平野 初美 

尾澤 瑞枝 

渡邉美津代 

１４ 

 

３ 基礎研修 

平成２２年度から、より多くの人達に「発達障害」の基本を学んでもらうことを目的として｢公開講座ゼ

ミ」を開催してきた。平成３０年度より名称を「基礎研修」に変更した。 

また、新型コロナウイルス感染症予防のため、Zoomによるオンライン研修会として開催した。 
 

№ 月  日 内  容 対  象 講 師 参加者(人) 

１ ５月１５日 

 

発達障害を理解する 

基礎講座 

 

保育園保育士 

幼稚園教諭 

保健師・行政

職等 

 

こども療育センター 

所長 磯部 享志 

平野 初美・尾澤 瑞枝 

 渡邉 美津代 

広見保育園  

井上 侑果 

９５ 
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２ 
８月１１・

２５・３０日 

発達障害を理解する 

基礎講座 

公立保育園 

保育士 

 

こども療育センター 

平野 初美・尾澤 瑞枝 

 渡邉 美津代 

延べ７１ 

 

 

４ 研修講師・助言者派遣 
 

各機関からの依頼を受け、講師や助言者として職員を派遣した。 

№ 月  日 内    容 対   象 場 所 講師・助言者 

１ 

 ５月２４日 

８月３日  

１０月２１日 

言語担当者  

基礎研修会・事例研修会 

公立幼稚園 

ことばの教室担当者 

副園務主任 

クラス担任 

岩松幼稚園 平野 初美 

２   ６月１１日 
ファミリーサポート 

センター会員講習会 

ファミリーサポート 

センター会員 

放課後児童クラブ職員 

フィランセ 

東館 
小黒 和枝 

 

３ 

 

 ５月１７日 

５月２６日 
加配担当保育士研修 

公立保育園 

加配担当保育士 
市役所 孝森 淳子 

４ １月２９日 

第７回全国病児保育 

施設協議会 

静岡県支部支部会 

（Zoom開催） 

静岡県内病児病後児 

保育施設職員 
北西医院 赤池 多恵 
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５ 視察・見学の受け入れ状況 

 

№ 月 日 視察・見学団体名 人数 

１ ７月 ６日 くれよん ２ 

２ １１月１２日 こぱんはうすさくら 富士宮教室 ２ 

３ １２月 ８日 Ｇクレフ ３ 

４ １月２６日 エミナ・インターナショナル 富士中央教室 ２ 

 

 

６ 各種委員会等への出席状況 
 

各機関からの依頼を受け、委員（メンバー）として、各種委員会等に出席した。 

№ 委  員 会 名 主 催 機 関 出 席 者 

１ 富士市就学支援委員会 学校教育課 
磯部 享志 

綿野 富美代 

２ 富士市発達支援委員会 学校教育課 尾澤 瑞枝 

３ 富士市特別支援教育連携協議会 学校教育課 渡邉 明子 

４ 富士圏域自立支援協議会重心部会 県障害福祉課 
赤池 多恵  

小黒 和枝 

５ 富士市障害者自立支援協議会代表者会議 障害福祉課 綿野 富美代 

６ 富士市障害者差別解消支援地域協議会 障害福祉課 綿野 富美代 

７ 富士市障害者自立支援協議会こども支援部会 障害福祉課 山本 幸代 

８ 医療的ケア児等支援検討会議 障害福祉課 赤池 多恵 

９ 富士圏域障害児施設栄養管理連絡会 富士圏域関係機関 渡邊 里佳 

１０ 富士圏域発達障害情報交換会議 富士圏域関係病院 
石川 幸 

尾澤 瑞枝 

１１ 言語相談・指導機関連絡会 市内関係機関 
孝森 淳子 

平野 初美 
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第４節 研  修 

 

職員の資質と技術向上を図るため、研修会・講習会等へ積極的に参加した。 
 

№ 研   修   名 主    催 月  日 場 所 

１ 静岡県相談支援従事者初任者研修 
静岡県健康福祉部障害者支援局 

障害政策課 

６月１４日 

～７月１２日 

８月３０日 

～９月１０日 

Zoom 

２ 静岡県サービス管理責任者基礎研修 
静岡県健康福祉部障害者支援局 

障害政策課 

９月２３・２４日 

１１月９・１０日 
Zoom 

３ 静岡県相談支援従事者現任研修 
静岡県健康福祉部障害者支援局 

障害政策課 

    ９月３日 

  １０月２７日 

  １２月１４日 

   １月１４日    

Zoom 

４ 静岡県サービス管理責任者更新研修 
静岡県健康福祉部障害者支援局 

障害政策課 

 

    ２月５日 

 

Zoom 

５ 感染症対策について 富士圏域施設長会 １１月１７日 Zoom 

６ 
偏食対応の取り組みについて 

 

富士圏域障害児施設栄養管理 

連絡会・富士健康福祉センター

（共催） 

１１月１７日 富士宮 

７ 健康づくり研修会 静岡県給食協会 １０月２６日 Zoom 

８ 
児童発達支援(通園)部会 

施設長研修会 
静岡県知的障害者福祉協会 １月２５日 Zoom 

９ 栄養管理研修会 公益社団法人静岡県栄養士会 ２月２５日 Zoom 

 
                              

※富士市内で行われたものは省く。 
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第５節 そ の 他 

 

１ 研修受入れ状況 

 

新型コロナウイルス感染予防のため、他施設からの研修は受け入れなかった。 
 

 

 

２ 学生実習受入れ状況 

 

№ 期   間 実習・研修内容 人 数 対 象 

1 ６月 １日～ ６月１３日 保育実習 ２ 常葉大学 

２ ８月２３日～ ９月 ３日 保育実習 １ 小田原短期大学 

３ １０月１１日～１０月２３日 保育実習 １ 鎌倉女子大学(短大部) 

４ １０月１２日～１０月２６日 保育実習 １ 沼津情報ビジネス専門学校 

５ １１月 ８日～１１月１９日 保育実習 ２ 常葉大学短期大学部 

６ １１月２４日～１２月 ３日 保育実習 １ 常葉大学 

 

 



                               
〈 編 集 委 員 〉 

管 理 担 当 統 括 主 幹   岩  垣  哲  也 
み は ら 園 長   綿  野  富 美 代 
み は ら 園 指 導 主 任   山  本  幸  代 
発達相談室からあ主査   渡  邉  明  子 
発達相談室からあ主査   渡  邉  美 津 代 
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